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（論文審査の要旨） 
 
ニャンヌボン・イティダ君提出の学位請求論文は、Distance between the State and the People: a 
Case of Lao Primary Education（国家と国民の距離 ： ラオス初等教育を事例として）と題し、全６章か
らなる。 
 
本研究は、国民の生活向上を目指す政府の政策の失策事例を検討し、政府（ないし政府が代弁する国
家）が多くの住民の意識と生活の中では希薄な存在であることを明らかにしようとするものである。この
事例として本研究では2000年のミレニアム開発目標の一つとしてラオス政府が積極的に取り組もうとして
いる小学校義務教育の底上げを取り上げた。 
 
東南アジア諸国内でも小国であるラオスの背景を辿ると、統一国家としての歴史が浅いだけでなくそ
の基盤自体も安定したものとは言い難い。フランスが侵攻する以前のラオスは3つの異なる王国に分かれ、
近隣国の一部となりかけていた。1893年にラオスを保護領化したフランスも、三つの王国を統一するので
はなく、全体で200家族程度に限られたラオス上層部の者たちのみとの交流を通して植民地経営を進めた。
結果として、90％以上の住民は、植民地支配とはいえ独自の裁量と自力で生活をすることを強いられた。 
第二次世界大戦直後、統一の動きが見られたが、実質的にフランスの植民地支配を抜け出し、三王国を
統一する動きは1954年のベトナム分割を決定したジェネーヴ会議まで待たねばならなかった。しかし、そ
の後でも冷戦が深刻化する中でラオスの統一は困難を極めている。米ソ間の競合の余波だけでなく隣接す
る中国、そして北ベトナムからの影響がラオス国内に様々な党派を生み出していたからである。 
安定した「中央政府」を持たないまま独立から独立以後の混乱の時代を生き残ったラオスは1975年に
ようやく社会主義の許で形式的には中央集権国家を樹立する。しかし、「中央政府」の動きに左右されるこ
となく生活を維持してきたのが住民の大半であった。新国家が地方統治のために州あるいは地区を設定し
たものの、これまで通り村を中心とした生活基盤を大きく変えることにはいたっていない。現在でも人民
大会で税の徴収が滞りがちであるといった報告がされるほどである。 
他方、住民側では自らの福祉の保全と向上を図る目的で “社会税”と呼ばれる相互補助税を村の行政
機構が中心となって運用するシステムが維持されている。これを財源として村単位で進められる生活運営
は幅広い。冠婚葬祭などの維持から始まり、災害対策に必要な物資の確保から情報の流通にいたるまで地
域生活の保全に欠かせない領域の全てに村中心の活動が浸透しているのである。結果として、村のリーダー
の政治的な存在感も大きく、住民は人民大会代表選挙以上にこのリーダーの選出には注意を払っているほ
どである。 
  こうした中央政府の権力・権威の限界については一部研究者でも取り上げられてきた。たとえば、イー
ヴ・ブールデット（Yves Bourdet）の「ラオスは人工的に作られた」という主張は権力が領域全体に及ばな
い政府を持つ国民国家の不自然さを指摘するものである。歴史的にラオスが存在していたとする古いとこ
ろではジョルジュ・セデス（George Coedes）に代表される歴史家の主張も 14世紀のランサン朝期の権力
のあり方に根拠を置くものにすぎない。同様の議論はラオス文化のアイデンティティの存在を重要視する
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マーティン・スチュアート-フォックス（Martin Stuart-Fox）の議論にも見られる。ソレン・イヴァソン
（Soren Ivarsson）の研究に示されているようなラオス民族主義思想の有無を検討する研究であっても単
一の統合政府の存在基盤には疑問をなげかけているのである。グラント・エヴァンス（Grant Evans）にい
たっては、ラオスが国家的エンティティとして存在するのかという疑問を投げかけている。そうした政治
権力の存在が希薄な領域国家では経済も従事する人間の創意と工夫で維持されており国民経済とは異なる
「自然経済」として位置付けられるのである。 
以上のような背景から明らかにされる中央政府の限界〜国家的政策と住民生活との距離〜を検討す
るために本研究は義務教育改革を取り上げている。中央政府は初等教育をめぐる特に国際的な動きに対応
するためにも教育改革を構想してきた。例えば、1990年の小学校義務教育への動きとか、2000年の国連総
会があげたミレニアム開発目標（MDGs）などがそれである。様々な取り組みに中でも、急務として取り上げ
ようとしたのが、長期にわたって高い率で推移していた 10％以上に上る小学校中退問題への対策である。
卒業率を改善するために、自動進級の制度を導入し、一時的休学者の復学も容易にするというのが対策の
骨子であった。 
 
本研究のためにイティダ君はラオスの首都ビエンチャン近郊の集落を対象として集中的な聞き取り
調査を進めた。あえて遠隔の辺境集落を対象としなかったのは首都との距離が政府ないしその政策の存在
の濃淡を左右する要因ではないことを明らかにしておきたかったからに他ならない。また、データの大半
は十数回に及ぶ聞き取りに基づくテキスト・データである。１回の聞き取り時間を長くとるより回数を増
やすことに重きを置いている。これは住民の住民による状況認識を住民の生活文脈の中でキャプチャーす
るためには必要であると考えたからである。住民のナラティヴを住民の生活文脈で解凍し、そこから住民
の意図を解釈してゆくという手法を念頭において調査を進めるものであった。 
 
本研究は、中退の原因が登校意欲の低下に起因するものではないことを結論づけている。この結論を
導くために、改革を主導する中央政府の存在が住民の間では特に意識されていないことを明らかにしてい
る。住民の生活意識の特徴として(1)労働集約型の農業主体のラオス経済では労働力の確保が住民には最大
の課題であることがまず挙げられる。また、(2)この意識が小学校教育の実施が委ねられる村レベルでの教
育担当者の間でも共有されていることに注目している。さらに、実施体制側の問題として(1)卒業を容易に
する手順に対策が集中しており、(2)復学者対策が考案されていないという２点を挙げる。この結果、学校
を離れた児童の復学意欲を拾い、中退を繰り返さないための補習型の復学対策が不十分であることを詳ら
かにしている。そしてこの双方に共通する課題として、地域事情〜農業主体の生活＋農閑期の単純労働〜
の重要性を教育改革担当者（中央政府）側では認識されていないことを明らかにしている。 
 
ラオスという特定文脈をこえる本研究の成果は以下３点にまとめられる。第一に、このラオス例を通
して、新興の国家と国民の希薄な関係を明らかにした点である。特に、従来の多民族・多宗教からなる新興
国家論を越えて、次の点に本研究の意義があると考える。すなわち、エスニシティないしは宗教に基づく複
数第一次集団の介在が国家と国民の間の距離を半永久化しているとする議論に対し、本研究は政策決定者
側に政策の受益者側の状況を把握する体制作りが未熟であったという指摘である。 
第２に、開発経済学にありがちな経済二重構造論（雇用過多の第１セクターと資本過多の第２ない
しは第３セクターの並存状態）が看過してきた点を明らかにしたことである。すなわち、農村住民自体には
過剰な労働力を支えている自分たちの生活形態に違和感は見られない。農閑期の隣国タイへの出稼ぎも自
分たちの生活の中でルーティン化されている、という意識が強いのである。従って、教育を受けることに
よって次世代の子弟がより豊かな第２セクターないしは第３セクターへと移動してゆくという発想が生ま
れてきていないのである。 
第３は政治権力が領域内全般に行き届いていることをノーマルと考えがちな近代政治思想の限界を
この研究は明らかにしていることである。ラオス国家を政治権力が及ぶ範囲であるとするならば、ラオス
国家はビエンチャン周辺を領域としているにすぎない。この視点は戦後独立を遂げた新興諸国を観察する
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一つの新しい視点を提供している。 
 
  本研究は、以下、６章から構成されている。 
第 1 章では、過渡期にあるラオスの状況を描きつつ、本論文の概要を示している。1975 年の統一以
前、統一以降、1986年市場経済導入以降のラオスという時代区分に沿って、政治発展の軌跡を追い、長い
こと自律性が高い歴史を持ってきた地方レベルでのラオス住民の生活に、中央政府がどのような変化を生
み出そうとしてきたのかを鳥瞰し、本研究の中心課題を提示している。 
    第2章では、本研究の基盤となっているフィールドワークについて論じている。本研究の調査対象地
の状況・性格について説明すると共に、本研究の方法論についても説明をする。さらに、情報提供者（中央
政府、地方行政、村人、学校職員、学齢児童）の属性や性格などについても論じる。対象となる地域が首都
ビエンチャンの近郊でありながら、それでも首都から流れ出る政策に反応を示さないのかという疑問が流
れている。 
    第3章では、歴史背景に戻りラオスの国民国家としての歴史を包括的に論じている。フランスによる
植民地時代（1893年〜1945年）、東西冷戦に翻弄される時代（1962年〜1975年）、社会主義国家・NEM（新
経済メカニズム）・近代化（1986年以降）をサーヴェイする目的は政治＝権力的行為の展開が首都ビエン
チャンに限られていることを明らかにするためである。 
    第4章では、長く過酷であったはずの地域の生活を地域住民の自律的なガヴァナンスに注目しながら
論じる。特に注目するのは、村単位での財源確保から首長選考にいたる自律性である。国家の中央集権化と
地方行政の差異、地方行政の歴史的背景、調査対象となったパークングム郡を事例とした地方行政の実情
についての分析、村での教育の発展の動向などを、分析している。 
第5章では、3章・4章で言及される政策課題の一つである教育問題の詳細を改めて取り上げている。
1980年代以前のラオスにおける、現在の教育の起源とその進展を前提とし、政府の政策を概括しつつ、本
研究の調査によって明らかになった結果を分析する。ラオスの教育の発展と課題、ラオスの教育の淵源、
1975年以降の社会主義政権下においての教育のあり方、持続的な小学生のドロップアウト問題、村レベル
での教育改革、教育政策の失敗などを明らかにする。 
第6章では総括を目的として、事例研究の背景にある課題を大きく二つの二重構造から整理している。
第 1 が都市部・農村部の収入格差が示す二重構造である。すなわちビエンチャンなど政治の中心部では平
均所得が東南アジアでも高所得であるタイとほぼ変わらないにもかかわらず、農村部では同地域でも低所
得社会に近い。第 2 の二重構造は、国内の統合を進めるという重要な課題を掲げながら、国連など国際組
織が示す政策アジェンダに耳を傾ける傾向が強い政治指導層に見られる二重構造である。この二つの二重
構造がビエンチャン主導の政策が地方には徹底しにくい要因となっているのである。外部資本の流入が顕
著になりつつあるラオスで政府主導の政策が地域に有効に浸透して行くためには、この二つの二重構造の
克服が急務となると考える。 
 
本研究は、ラオスの中央政府による政策が地方住民の生活に浸透しにくい事例として、小学校教育政
策を取り上げた。特に、地域の実践的な自律性への注目を中心においた知見の有効性は、ラオスに限らな
い。多民族性・多宗教性が阻害要因として考えられがちな新興国家の国民国家建設過程の評価にも十分通
用するものであろう。また、住民の日常的ナラティヴに隠された意味を住民の生活文脈の中で理解してゆ
くという臨床的な手法は「国家と国民」というようなマクロな課題で採用されることが少なかった。これは
広く開発社会学、比較政治学などでも活用されてよい。この研究はそのための重要な一つの指針となって
いると考える。 
 
以上により、本論文の著者は、先端的研究を行うために必要な高度な研究能力、ならびに、その基礎
となる豊かな学識を有することを示した。よって、本学位審査委員会はニャンヌボン・イティダ君が博士
（政策・メディア）の学位を授与される資格があるものと認める。 
